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① 本日は、2022年3月期 決算説明会にご参加頂きまして、誠にありがとうございます。 

 

② 4月から社長に就任した、芝田でございます。 

 前社長の片野坂が進めてきた経営方針を受け継ぎ、 

 ポストコロナの成長回帰に向けて、グループを牽引していきます。 

 投資家の皆さまの変わらぬご支援を賜りますよう、よろしくお願いします。 

 

③ 本日、私からは、 

   1) 2021年度 決算の概要 

     2) 2022年度の通期業績予想 

   3) 事業構造改革の進捗と当面の方針 

 の3点について、ご説明します。 

 

④ 最初に、スライドの4ページをご覧ください。 
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① 2021年度決算の概要です。 

 

② 売上高は、前年から2,916億円、40パーセント増加し、1兆203億円となりました。 

 年度を通してコロナ禍の影響が続きましたが、段階的に回復する旅客需要や、 

 旺盛な貨物需要を最大限に取り込みました。 

 

③ 営業費用は、コストマネジメントを徹底し、固定費を大幅に削減しました。 

 通期の生産量を前年と比べると、ANA旅客事業が1.3倍、国際貨物が1.5倍、 

 Peach国内線が1.6倍と、いずれも拡大しましたが、 

 営業費用を、前年並みに抑制しました。 

  

④ これらの結果、営業損失は1,731億円、 

 親会社株主に帰属する当期純損失は1,436億円となりました。 

 右のグラフの通り、売上高の前年差が、そのまま営業損失の縮小につながりました。 

  

⑤ 5ページをご覧ください。 
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① 航空事業における事業別の対応について、2021年度を振り返ります。 

 

② ANA国際旅客は、生産量やネットワークを柔軟に修正しながら、 

 三国間需要の獲得を強化し、貨物と合わせて限界利益を確保しました。 

 

③ ANA国際貨物は、生産量の最大化や運賃値上げなどに取り組み、 

 売上高は、前年比で2倍に拡大しました。 

  

④ ANA国内旅客は、生産量の機動的な調整と、イールドマネジメントの徹底により、 

 売上高は1.4倍となりました。 

 また、ANAとPeachでネットワークを調整した結果、 

 Peach国内線は、旅客数が2倍以上に増加しました。 

 

⑤ このように、売上高を伸ばした一方、 

 航空事業の営業費用は、リソースを適切にコントロールしたことなどにより、 

 前年から0.4パーセント、38億円 抑制しました。 

 

⑥ 6ページをご覧ください。 
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① 事業別の需要動向です。 

 

② ANA国際旅客は、日本の水際対策が緩和された3月から需要が伸び始めており、 

 5月には、コロナ前の約3割まで回復する見通しです。 

 

③ ANA国内旅客およびPeach国内線は、 

 3月後半から増加に転じ、4月以降も予約は順調に積み上がっています。 

 

④ ANA国際貨物は、半導体や自動車関連などの商材を中心に、 

 旺盛な需要基調が続いています。 

 

⑤ 7ページをご覧ください。 

 



7 

① 2022年度の業績予想について、ご説明します。 

 

② 売上高は1兆6,600億円、営業利益は500億円、当期純利益は210億円を計画します。 

 

③ 今年度は、ポストコロナを見据えた対応を加速しながら、 

 需要の回復に合わせて、旅客事業でトップラインを伸ばす計画です。 

  「事業構造改革」を推進して培ってきた、グループ費用構造を基盤に、 

 通期で3期ぶりの最終利益の黒字化と、フリーキャッシュフローの創出を目指します。 

 

④ なお、現下の事業環境に鑑み、誠に遺憾ながら、 

 前期に続いて、今期も配当を見送らせて頂く予定です。 

 

⑤ 8ページをご覧ください。 
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① 旅客需要の前提です。 

 グラフの数値は、ANAブランドの旅客数を、2019年の実績と比較したものです。 

 

② ANA国内線では、夏頃から需要が増加する前提です。 

 今年度の上期中には、Peachを含めた旅客数がコロナ前の水準に回復し、 

 年度平均で、コロナ前の8割になると見込んでいます。 

 

③ ANA国際線では、年度を通して需要が徐々に回復し、 

 年度平均で、コロナ前の35パーセントとなる前提です。 

 渡航制限が緩和されれば、レジャー需要も回復すると想定していますが、 

 エアージャパンを含めた旅客数がコロナ前の水準となるのは、 

 2023年度の期末と見込んでいます。 

 

④ 9ページをご覧ください。   
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① 航空事業における、事業別の対応です。 

 

② ANA国際旅客は、旅客機で運航している貨物便について、 

 予約動向に応じて旅客営業便に切り替えるなど、機動的に生産量を回復する方針です。 

 運航コストの増加を抑えながら、増収を目指します。 

  

③ ANA国際貨物は、生産量を維持しながら、高単価商材や大口需要の獲得を目指します。 

 下期から、需給バランスが徐々に緩和する前提としているため、 

 売上高は、前年から僅かに減少しますが、高い水準を維持する計画です。 

 

④ ANA国内旅客は、夏頃から、ボーイング777型機の運航を再開する予定です。 

 安全性を担保した上で、幹線を中心に、レジャーや帰省需要を取り込みます。 

 

⑤ Peachは、国内線ネットワークを積極的に拡大します。 

 ANAと共同で策定した運航ダイヤの効果を発揮して、レジャー需要を取り込みます。 

 

⑥ 10ページをご覧ください。 
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① コストマネジメントについてご説明します。 

 

② 2021年度は、2019年度の実績と比べて、合計6,000億円のコスト削減を実行しました。 

 このうち、自助努力による削減額は3,250億円となり、計画を上回りました。 

   

③ 今年度は、生産量を回復させていきますが、 

 削減した固定費のうち、1,300億円は削減効果が持続します。 

  

④ 収入に連動するコストや、人財への投資など、増加する費用もありますが、 

 中期的にはユニットコストを引き下げていきます。 

 

⑤ 11ページをご覧ください。 
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① ここからは、事業構造改革の進捗についてご説明します。 

 最初に、ポストコロナを見据えた対応の全体像です。 

 

② 2020年10月に策定した「事業構造改革」において、 

 事業面では、「三つの柱」を掲げて様々な対策に取り組んできました。 

 詳細は、次のスライドでご説明しますが、 

 今年度からは、改革の成果を、徐々にトップラインの拡大に結び付けていく方針です。 

 

③ 一方、財務面ですが、昨年度の第3四半期に黒字化を実現するなど、 

 キャッシュフロー創出力は着実に改善しています。     

 足元の外部環境に鑑み、当面は手元資金の水準を維持しますが、 

 中期的には、総資産を圧縮して、効率的な財務運営に切り替えていきます。 

 

④ なお、年度の後半に、「中期経営戦略」を策定する予定です。 

 

⑤ 12ページをご覧ください。 
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① 「三つの柱」で掲げたテーマの進捗について、ご説明します。 

 最初に、リソース戦略です。 

 

② 1番の機材について、今年度末時点の航空機数は、グループ全体で270機まで縮小しますが、 

 来年度以降は、再び機材数を増やしていく計画です。 

 旅客需要や客体構成を見据えながら、柔軟なフリート戦略を実行します。 

 

③ 2番の人財では、顧客ニーズの変化に対応するため、新サービスモデルの導入により、 

 空港や機内を、新常態に適合した生産体制とする計画です。  

 ANAブランドは、中期的に従業員数が減少していきますが、     

 DXや非航空事業の分野では、グループ人財の活用や、外部からの登用を進める予定です。 

 ポストコロナの顧客ニーズに合わせて、グループの人財競争力を向上させていきます。 

 

④ 13ページをご覧ください。 

 



13 

① 次に、グループエアラインモデルに関する進捗です。 

 

② 1番の国内旅客では、ANAとPeachの連携を強化します。 

 共同スケジュールによる運航のほか、営業面でも協力していきます。 

 

③ 2番の国際旅客では、客体構成の変化に対応するフリート戦略を進めます。 

 業務渡航を中心とする高単価需要が、コロナ前の水準に戻るまでには時間がかかるとの前提で、 

 中型機の運航シェアを拡大していきます。 

 また、アジア・オセアニアなどの中距離路線を対象に、 

 エアージャパンが新たなブランドで就航する計画です。 

 

④ 3番は新サービスモデルの導入です。 

 非対面・非接触を促進するため、 

 ANA国内線で、オンラインチェックインの利便性向上を図ります。 

 国際線でも、機内食の事前オーダーなど、個別ニーズへの対応を強化します。 

 

⑤ これらの取り組みにより、航空事業の競争力の強化と、事業の効率化を同時に追求しながら、 

 顧客体験価値の向上を目指します。 

 

⑥ 14ページをご覧ください。 
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① 次のテーマは、非航空事業です。 

 

② 1番は、本事業の基本的な考え方ですが、 

 既存の「顧客データ資産」を活用して、「マイルで生活できる世界」を実現し、 

 非航空収入を拡大することで、グループのレジリエンスを高めていくことを目的としています。 

 

③ 2番は、マネタイズ実現のプロセスです。 

 ウェブサイトやアプリで、顧客との接点を一元化し、様々な商材を提供するとともに、 

 顧客データを戦略的に活用しながら、事業パートナーを獲得する考えです。 

 航空需要の回復・拡大を下支えに、顧客の回遊を促し、ANA経済圏を拡大していきます。 

 

④ 3番は、取り組みの進捗です。 

 昨年度は、プラットフォームの整備を進めてきましたが、 

 今年度は、「スーパーアプリ」のリリースなど、事業を本格化させて、マネタイズを実現します。 

 中期的には、非航空事業をグループ収益の柱として、確立していきます。 

 

⑤ 15ページをご覧ください。 
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① 成長回帰に向けた当面の方針として、私の考えをご説明します。 

 

② この2年間で、費用構造を転換してきましたが、 

 今年度からは、価値創出のステージに移行します。 

 足元の外部環境などの「リスク」を踏まえながら、 

 需要の回復を「機会」として、まずは通期の黒字化を達成します。 

 

③ また、次の中期経営戦略では、主要なESGテーマを戦略に反映し、 

 社会的価値と経済的価値の同時創造を目指します。 

 航空事業と 非航空事業の双方で成長軌道に乗り、 

 強靭なエアライングループに変革していきます。  

 

④ 今年の12月に、当社グループは創業70周年を迎えます。 

 歴史的な節目を迎える中、グループ経営理念を実践しながら、 

 グループの先頭に立って、舵取りしてまいります。 

 

⑤ 私からの説明は以上です。ご清聴、ありがとうございました。 
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◎ 私から、2021年度決算、および2022年度通期業績予想の詳細について、ご説明します。 

 

◎ 18ページをご覧ください。 
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◎ 業績ハイライトです。 

 

◎ 2021年度は、第3四半期に国内線の旅客需要が回復して、黒字に転じましたが、 

 第4四半期は、オミクロン株の感染拡大の影響を受け、 

 旅客需要が再び減少したことで、 営業損失に転じました。 

 但し、コロナ禍の2年間で、断続的に人々の移動制限が課された中、 

 2021年度は、営業利益、純利益、EBITDAともに、 

 すべての四半期で前年から改善しました。 

  

◎ 19ページをご覧ください。 



◎ 経営成績の概要です。 

 

◎ 売上高は、前年から2,916億円増加し、1兆203億円となりました。 

 

◎ 営業費用は、コストマネジメントに取り組んだことで、 

 前年と同水準の1兆1,934億円に留めました。 

 

◎ これらの結果、営業損失は1,731億円、経常損失は1,849億円、 

  親会社株主に帰属する当期純損失は、1,436億円となりました。 

       

◎ 20ページをご覧ください。 
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◎ 財政状態です。 

 

◎ 総資産は、前年度期末より、105億円増加し、3兆2,184億円となりました。 

     

◎ 自己資本は、7,972億円、自己資本比率は、24.8パーセントとなりました。 

 昨年度の第2四半期以降は、概ね同水準が続いています。 

 

◎ 有利子負債は、1,500億円の転換社債を発行したことなどにより、 

 前年度期末から、946億円増加の、1兆7,501億円となり、 

 デット・エクイティ・レシオは、2.2倍となりました。 

 なお、純有利子負債をベースとした、ネットデット・エクイティ・レシオは、1.0倍となります。   

 

◎ 期末時点の手元流動性資金は、9,509億円となり、 

 年度を通して、コロナ禍に備えるための十分な水準を維持しました。 

   

◎ 21ページをご覧ください。 



◎ キャッシュフローです。  

 

◎ 営業キャッシュフローは、764億円の支出となりました。 

  

◎ 投資キャッシュフローは、航空機の受領時期を調整したことなどにより、 

 設備投資を1,333億円に抑制しました。 

 一方で、航空機や遊休施設などの売却を進めたほか、 

 譲渡性預金を引き出したことで、 投資キャッシュフローは2,300億円の収入となりました。 

 

◎ 財務キャッシュフローは、転換社債を発行したことなどにより、 

 936億円の収入となりました。 

 

◎ なお、定期・譲渡性預金の資金移動を除いた投資キャッシュフローから算出する、 

 実質フリーキャッシュフローは、1,119億円の支出となりました。 

 

◎ 22ページをご覧ください。 
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◎ 実質フリーキャッシュフローの推移です。 

 

◎ 2021年度の下期の営業キャッシュフローは、14億円の収入となり、 

 2020年度上期以降、段階的に改善しました。 

  

◎ 投資キャッシュフローは、設備投資の抑制や、資産の売却などにより、 

 124億円の収入となりました。 

 

◎ これらの結果、下期の実質フリーキャッシュフローは、138億円の収入となり、   

 キャッシュフローは、着実に改善しました。 

 

◎ 23ページをご覧ください。 

 



◎ セグメント別の実績です。 

 

◎ 航空関連事業では、海外エアラインからの受託業務が増加した一方、 

 グループ内の契約単価を見直した影響で、減収減益となりました。 

 

◎ 旅行事業では、国内旅行の取扱高は減少しましたが、 

 デジタルマーケティングを担う、ANAXの受託業務が増加したことにより、 

 前年から増収となりました。 

   

◎ 商社事業では、電子事業が好調だったことや、空港リテール事業の回復などにより、 

 年度で営業黒字となりました。 

 

◎ 続きまして、航空事業の詳細についてご説明します。 

 26ページをご覧ください。 
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◎ 航空事業における営業利益の、前年比較です。 

 

◎ 売上高について、 

 国際貨物が年度を通して好調だったほか、ANA国内旅客も第3四半期を中心に増収し、 

 合計で2,810億円の増加となりました。 

   

◎ 一方、営業費用について、 

 燃油費は、生産量の回復や市況の上昇により、大幅に増加しましたが、 

 固定費を大幅に削減したことで、38億円減少しました。 

 

◎ 以上の結果、航空事業の営業損失は、前年から2,849億円改善して 

 1,629億円となりました。 

   

◎ 33ページをご覧ください。 
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◎ 事業別の動向について、ご説明します。 

 

◎ 1番は、ANA国際旅客です。 

 2021年度の下期は、三国間需要の取り込みを強化しながら、 

 貨物収入と合わせて、限界利益を確保しました。 

 3月は、日本の水際対策が緩和されたことで、単月の売上高がコロナ禍で最高となりました。 

   

◎ 2番は、ANA国際貨物です。 

 下期の売上高は、前年から1.7倍となるなど、過去最高の水準が続きました。 

     

◎ 34ページをご覧ください。 
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◎ 3番は、ANA国内旅客です。 

 収益性を重視しながら、段階的に回復する需要を確実に取り込んだ結果、 

 下期の売上高は、前年と比べて、1.3倍に増加しました。 

   

◎ 4番はPeachです。 

 国内線のネットワークを拡大しながら、レジャー需要を取り込んだ結果、 

 下期の売上高は、前年の1.8倍となりました。 

 

◎ なお、37ページには、国際線事業の実績に関するデータをお示ししています。 

 また、38ページには、ヘッジの進捗をお示ししていますので、ご参照ください。 

 

◎ 続きまして、42ページをご覧ください。 
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◎ 2022年度 通期業績予想の詳細について、ご説明します。 

 

◎ 売上高は、前年から6,396億円増加の、1兆6,600億円、 

 営業利益は500億円、当期純利益は210億円を計画します。 

 コストマネジメントを続けながら、需要の回復をトップラインにつなげることで、 

 最終利益で黒字に転換する計画です。 

 

◎ 43ページをご覧ください。 
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◎ セグメント別の計画値です。 

 

◎ 航空事業の売上高は、前年から5,849億円増加し、1兆4,700億円、 

 営業利益は、2,149億円増加し、520億円を計画します。 

 

◎ 最後に、45ページをご覧ください。 
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◎ 航空事業における営業利益の計画を、2021年度実績と比較します。 

 

◎ 今年度は、国際線において、 

 業務渡航を中心とした旅客需要が、段階的に回復すると見込んでいるほか、 

 国内線についても、夏頃から需要が増加すると見込んでいます。 

 これらを踏まえて、売上高は合計で5,849億円の増収となる計画です。 

 

◎ 営業費用は、収入や生産量に連動する変動費を中心に、 

 約3,700億円の増加を予定します。 

 

◎ これらの結果、営業利益は2,149億円増加し、520億円となる計画です。 

     

◎ 各事業における収入計画の前提値は、 

 47ページ以降にお示ししていますので、ご参照ください。 

 

◎ 以上で、説明を終わります。ご清聴ありがとうございました。 
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